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１ 平成３０年度被害の状況

平成３０年度の被害額は約３億４千５４５万円で、平成２９年度より約５千３０９万

円、約１３％の減少となった。

(1) 部門別被害の状況

（単位：千円，％）

部 門 ２８年度 ２９年度 ３０年度 対前年度比

農作物 370,530 322,564 283,468 ８８

人工林 68,354 58,814 49,622 ８４

特用林産物 20,031 17,162 12,357 ７２

合 計 458,915 398,540 345,447 ８７

(2) 作物別被害の状況

（単位：千円，％）

作 物 ２８年度 ２９年度 ３０年度 対前年度比

水 稲 94,976 93,592 90,188 ９６

野 菜 73,378 76,634 70,372 ９２

果 樹 112,777 90,574 67,905 ７５

人工林 68,354 58,814 49,622 ８４

いも類 25,019 28,725 26,160 ９１

飼料作物 58,624 29,730 22,430 ７５

特用林産物 20,031 17,162 12,357 ７２

その他 5,756 3,309 6,413 １９４

合 計 458,915 398,540 345,447 ８７

(3) 鳥獣別被害の状況

（単位：千円，％）

獣 種 ２８年度 ２９年度 ３０年度 対前年度比

シ カ 210,291 178,168 158,566 ８９

イノシシ 138,333 129,657 104,270 ８０

サ ル 56,828 43,283 42,170 ９７

その他 53,463 47,432 40,441 ８５

合 計 458,915 398,540 345,447 ８７



２ 被害額増減の要因

(1) 農作物については、国、県、市町村事業等を活用した侵入防止施設の整備や有害鳥

獣捕獲の取組が進んだこと、また、地域鳥獣被害対策特命チームを中心に集落点検や

各種研修会等をはじめとした集落対策が進んだことにより被害額が減少した。

(2) 特用林産物については、しいたけやたけのこで、捕獲対策の強化や侵入防止施設（防

護ネット、電気柵）の整備が進んだことにより被害額が減少した。

(3) 人工林におけるシカ等による食害、剥皮被害を防止するために設置した侵入防止施

設の効果等により、前年度に比べ約１６％の減少となった。

３ 今年度の主な取組

(1) 鳥獣被害対策支援センター及び地域鳥獣被害対策特命チームが連携しながら、鳥獣

被害対策マイスターや地域リーダー等の人材の育成を図るとともに、モデル集落にお

いては、集落住民による「被害防止活動計画」の作成及び実践を支援し、優良事例と

して各地域へ波及させていく。

(2) 農作物については、侵入防止や捕獲対策が進みにくいサルについて、官民学が一体

となって、ＩＣＴを活用した行動把握や的確な追い払い体制を検討する。このほか、

鳥獣被害防止総合対策交付金等を活用し、侵入防止施設の整備や捕獲鳥獣の利活用に向

けた処理加工施設の整備を支援する。

(3) 特用林産物については、「しいたけ等特用林産物振興対策事業」により、適切な防

護ネット、電気柵、人工ほだ場の設置を支援する。

(4) 人工林における、強化型防護柵設置の普及、定着を図るとともに、継続的な維持管

理の普及啓発を図る。

(5) シカ等の冬場の餌の供給源となる路肩の青草の発生を抑えるため、適正な草刈り時

期についての周知を行う。

(6) 有害鳥獣捕獲指導員による被害実態の把握や、捕獲班と地域が一体となった地域ぐ

るみの捕獲促進を図る等、関係者が連携した捕獲対策を強化する。

(7) イノシシ、シカ等の有害捕獲許可日数の延長や、農林事業者による自らの事業地内

でのわなによる有害捕獲を可能とした規制緩和措置の活用など、効率的な捕獲を推進

する。

(8) 狩猟免許の新規取得に対する助成や、試験日の休日開催等により狩猟者の確保に努

めるとともに、初心者への捕獲技術向上講習会を実施するなど、狩猟者の育成を図る。


